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【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  木下 博夫 
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【電話番号】 06－6252－8121（代表） 

【事務連絡者氏名】 経理部長  藤井 正和 
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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成20年６月27日に提出いたしました第３期（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）有価証券報告書

の記載事項について、記載内容が不十分であるなど訂正を要する箇所がありましたので、これを訂正するため有価

証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

 

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第４ 提出会社の状況 

６ コーポレート・ガバナンスの状況 

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

(1）連結財務諸表 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。 

  

  

  

第一部【企業情報】 
 

第４【提出会社の状況】 
 

６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  （訂正前） 

(7）取締役の選任及び解任の決議要件 

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。 

 また、取締役の解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、出席した当該株主の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う旨を定款に定めております。 

 

  （訂正後） 

(7）取締役の選任及び解任の決議要件 

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。 

 また、取締役の選任決議について、累積投票によらないものとする旨を定款で定めております。 

 さらに、取締役の解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、出席した当該株主の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う旨を定款に定めておりま

す。 

 



－  － 
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第５【経理の状況】 
 

１【連結財務諸表等】 

（１）【連結財務諸表】 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  （訂正前） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 当社は定額法、連結子会社は定率法（但し、平

成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備は

除く）は定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物   ５～60年 

機械設備及び運搬具 ５～17年 

その他       ５～10年 

 また、阪神高速道路公団から承継した資産につ

いては、上記耐用年数を基にした中古資産の耐用

年数によっております。 

① 有形固定資産 

同左 

（以下省略） （以下省略） 

 

  （訂正後） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 当社は定額法、連結子会社は定率法（但し、平

成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備は

除く）は定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物   ５～60年 

機械装置及び運搬具 ５～17年 

その他       ５～10年 

 また、阪神高速道路公団から承継した資産につ

いては、上記耐用年数を基にした中古資産の耐用

年数によっております。 

① 有形固定資産 

同左 

（以下省略） （以下省略） 
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